
 

平成２７年度当初予算案について 
Ｈ２７．２．４ 

 

１ 予算編成の基本姿勢 
 

① 「地方創生」が国における現下の最重要課題として位置づけられ、人口減少や少子高齢化など

地方が直面する課題に大きな危機感を持って国全体で積極的に取り組む姿勢が明確に打ち出さ

れた意義は大きい。人口最少県である本県には、この地方創生を先導し、新たな時代を拓いてい

く使命がある。 
  具体的な動きとして、県版の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向け、圏域毎に市

町村やＮＰＯ・経済団体等を含む「鳥取創生チーム」を設け、産学官金労の連携に県民の力を加

えたオール鳥取県での議論がスタートしている。 
 
② このような動きや県経済の動向に機敏に対応しながら、県民生活や地域の活力を創り出してい

くため、平成２６年度補正予算（臨時議会）と平成２７年度当初予算をあわせた一体的、機動的

な財政運営を行い、「とっとり創生」を実現する事業にいち早く、かつ切れ目なく取りかかるこ

ととするが、平成２７年４月の県知事選挙・県議会議員選挙を控え、全体としては骨格予算を編

成した。 
 
③ 平成２７年度地方財政計画においては、一般財源総額について、地方税の増収や地方創生のた

めの財源が上乗せされるなど前年度の水準から１．２兆円の増額となった。しかしながら、臨時

財政対策債を含めた実質的な地方交付税は減額されるなど、交付税依存度の高い本県財政におけ

る増収効果は限定的なものであり、さらに、公債費負担や社会保障関係経費が引き続き高水準に

あるほか、税収関連法定経費が大幅に増加するなど、義務的経費の増大が予算編成における制約

を高めた。 
 
④ このような状況下での骨格予算編成となったが、「とっとり創生」のテーマのもと、産業雇用、

障がい者とともに暮らす社会の実現、中山間・地域づくり、子育て支援・少子化対策、大交流時

代に対応した観光・物流戦略、移住定住・Ｕターン、パートナー県政など、地方創生関連施策に

ついては積極的に計上した。 
   
⑤ この結果、全体として３，３３６億円、前年度比１．３％減となる平成２７年度当初予算案を

編成した。 
  なお、これまでの８年間、未来への積極的な投資と財政健全化の二兎を追う財政運営に努めた

結果、「未来づくり財政誘導目標」の３つの指標は、すべて目標を達成した。 
 

財政指標 平成２６年度末時点 数値目標 
財政調整型基金残高 ４５３億円 ３００億円 
実質的な借入金残高 ３，０５３億円  

【目標との差額】 
※4 年間で 624 億円削減 
※8 年間で 1,214 億円削減 

３，６７７億円（H22 末残高）以下 
 
【参考：1 期目の目標】 
  4,267 億円（H18 末残高）以下 

プライマリーバランス ８２億円黒字 予算編成時での黒字化 
  ※プライマリーバランスのみ２７当初予算時点 
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２ 予算案の概要（一般会計） 
○予算規模：３，３３６億円 （前年度 ３，３８０億円、△４４億円、△１．３％） 

  
   全体テーマ「とっとり創生」 

    

 

 

 

 
  ※主な増減要因 

【増額】 
地方消費税交付金：１０１億円（＋３６億円）、地方消費税清算金：８１億円（＋２９億円）、公債元金：

５３８億円（＋１８億円）、施設型給付費県負担金：１６億円（＋１６億円）、県立学校耐震化推進事業費：

３５億円（＋９億円）、鳥取県地域医療介護総合確保基金事業：７億円（＋７億円）、県庁基幹システム刷

新事業：６億円（＋６億円）、八橋警察署庁舎移転整備事業：６億円（＋６億円）、東部運転免許センター

庁舎移転整備事業：６億円（＋６億円） 
    【減額】 

鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業：０（△２２億円）、企業立地事業補助金：１４億円（△１３億

円）、私立保育所運営費県負担金：０（△１２億円）、鳥取県安心こども基金造成事業：０（△１２億円）、

緊急雇用創出事業：５億円（△１０億円）、公債利子：８９億円（△９億円）、鳥取看護大学設置支援事業

費：２億円（△４億円） 
 

 
○歳 入 

                            （単位：百万円、％） 

区      分 H２７年度 H２６年度 比 較 
金  額 変動率 

 予  算  規  模 333,569 337,959 △ 4,390 △ 1.3 

主

な

一

般

財

源 

県   税 51,026 45,931 ＋ 5,095 ＋ 11.1 
地方交付税 137,200 138,154 △ 954 △ 0.7 
県   債 38,672 41,388 △ 2,716 △ 6.6 
 臨時財政対策債 19,100 22,708 △ 3,608 △ 15.9 

臨時財政対策債除き 19,572 18,680 ＋ 892 ＋ 4.8 
＜再掲＞地方交付税＋臨時財政対策債 156,300 160,862 △4,562 △ 2.8 
＜再掲＞ 
県税＋地方交付税＋臨時財政対策債 

 
207,326 

 
206,793 

  
＋533 

 
＋ 0.3 

繰 越 金   100 2,000 △1,900 △95.0 
   
 

財政調整型基金の取り崩し                          （単位：百万円） 
  基   金   名 H２７年度 H２６年度 比  較 （参考） 

Ｈ27年度末残高見込 
財政調整基金 ０ ０ ０    ４，００４ 
減債基金 ７，８００ ７，８００ ０ １８，９９５ 
県立公共施設等建設基金 ０ ０ ０ ７，１１１ 
長寿社会対策推進基金 １，４００ １，４００ ０ ２，５００ 
大規模事業基金 ０ ０ ０ ３，６３０ 

計 ９，２００ ９，２００ ０ ３６，２４０ 
 

【２６年度補正予算（臨時議会）とあわせ、一体的な取組として地方創生を先導】 
平成２６年度補正予算（臨時議会）と平成２７年度当初予算をあわせ、一体として機動的に財

政運営を実現することで、切れ目なく有効な「とっとり創生」につながる対策を実施。 
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○歳 出 
                            （単位：百万円、％） 

区      分 H２７年度 H２６年度 比 較 
金  額 変動率 

 予  算  規  模 333,569 337,959 △ 4,390 △ 1.3 

 
一般事業 294,369 290,464 ＋ 3,905 ＋ 1.3 
 うち公債費 62,656 61,735 ＋ 921 ＋ 1.5 
公共事業 39,200 47,495 △ 8,295 △17.5 

  
  ア 一般事業 …… ２，９４４億円（前年度 ２，９０５億円、＋３９億円、＋１．３％） 

 
① 地方創生に意欲的に取り組むため、少子化対策や観光振興、移住定住を中心に補正予算（臨

時議会）において先行実施するもののほか、当初予算においても、産業雇用対策、中山間・地

域づくりなどについて、年度当初から現場の具体的な動きを応援・加速化するものについては

積極的に計上した。 
② また、障がい者の社会参加や文化芸術活動を応援する取組について引き続き積極的に計上す

るとともに、平成２７年４月からスタートする子ども・子育て支援新制度に対応した予算につ

いて、現場の意向を踏まえて万全を期した。 
③ なお、社会保障関係費が８億円増、公債費が臨時財政対策債の償還費により９億円増のほか、

地方消費税収等に係る税収関連法定経費が６９億円の大幅増となるなど、義務的経費が一層増

大することから、事務・事業の徹底した見直し等により経費削減を図ることで財源捻出を図っ

た。 
 
   イ 公共事業 …… ３９２億円 （前年度 ４７５億円、△８３億円、△１７．５％） 
        

 ① 政策判断を伴う新規箇所等の計上を一部見送るとともに、公共事業全体の規模について新年

度の補正予算時に改めて検討することとした。 
 ② しかしながら、国が行う高速道路ネットワーク整備については、本県としても山陰道鳥取西

道路の事業進捗を最大限図るとともに、鳥取自動車道、山陰道米子道路の付加追越車線整備に

ついて所要額を計上した。 
 ③ さらに、高速道路ネットワークを補完する地域高規格道路についても、早期供用を図るため、

所要額を計上した。（整備箇所：岩美道路、倉吉道路・倉吉関金道路、江府道路） 
④ また、自然災害に対応するための事前防災・減災対策の観点から、土砂災害対策に係るハー

ド整備及び河川・堤防診断や監視強化を図るための予算についても積極的に計上した。 
    （参考：国の公共事業予算（前年度対比）＋０．０％） 

 
 
３ 予算規模の変動率推移 

                              （単位：％） 
 年   度 ２１ ２２ ２３＊ ２４ ２５ ２６ ２７＊ 
本県当初予算 ＋０．３ △１．３ (△０．３) 

△３．７ 
△０．９ ＋０．１ ＋２．３ (  － ) 

△１．３ 
地方財政計画 △１．０ △０．５ ＋０．５ △０．８ ＋０．１ ＋１．８ ＋２．３ 
国 の 予 算       ＋６．６ ＋４．２ ＋０．１ △２．２ ＋２．５ ＋３．５ ＋０．５ 
注）＊印の年度の本県当初予算は骨格。上段（  ）は肉付け後。 
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【参考：地方消費税収と社会保障関係費について】 
  
＜歳入＞ 

  ・引上げ分の地方消費税収（市町村交付金交付後）  ４２．２億円 
 
＜歳出＞ 
 ・社会保障関係費  ４６１．６億円（うち一般財源３８２．９億円） 

                                      
                                       （単位：億円） 

 
社会保障関係費 

Ｈ２７年度

当初予算 
財源内訳 

国庫支出金 その他 一般財源 
社会福祉（障がい者、高齢者、児童等） １７９．７ ３３．８ ４．３ １４１．６ 
社会保険（国保、介護保険等） １３２．２ ０．１ １．２ １３０．９ 
保健衛生（医療施策、健康増進等） １４９．７ １１．７ ２７．６ １１０．４ 

 
合  計 

(４５３．５) 
４６１．６ 

( ４３．８ )
４５．６ 

( ３２．５) 
３３．１ 

(３７７．２) 
３８２．９ 

その他関連する臨時経費 (  ４８．３) 
１３．２ 

(１４．１) 
０．７ 

( ２２．３) 
８．３ 

(  １１．９) 
４．２ 

 ※合計欄の上段（  ）は平成２６年度当初予算額。 
 ※臨時経費は、基金造成事業や鳥取看護大学設置支援事業など単年度の施設整備や終期設定のある事業。 
※消費税率引上げによる増収分は、全て、社会保障の充実・安定化のための経費に充当。 
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